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特集 — 学校教育と認知科学

　特集「学校教育と認知科学」の編集にあたって

寺尾 敦・多鹿 秀継　

1. 特集を企画した動機

学力低下論争，「ゆとり」教育の見直し，学校と学

習塾との連携，小学校での英語教育の導入，脳科学

ブームなど，学校教育への関心が高まりを見せてい

る．日本経済新聞クロスメディア営業局が実施した

インターネット調査によれば，「日本の教育問題に

強い関心がある」という項目に対して，中学生の保

護者のほぼ７割が「あてはまる」（23.3%）あるい

は「まああてはまる」（45.8%）と回答した．「勉強

は学校教育だけで十分だ」という項目に対しては，

小学校の保護者で「あてはまる」（4.7%）あるいは

「まああてはまる」（14.6%）という回答をした割合

が２割に満たなかった．これら調査結果は，『日本経

済新聞』に，2009年6月22日から6月25日の４日間

にわたって報告されている．新聞紙面では調査結果

の概要しか報告されておらず，比較対象となる過去

のデータもないが，学校教育への高い関心と危機感

が見てとれるデータである．

認知科学は，記憶，理解，学習，問題解決などの研

究で，膨大な知見を積み重ねてきた．教科教育領域

での和書に限定しても，西林 (1994)，佐藤 (1996)，

鈴木・鈴木・村山・杉本 (1989)，多鹿 (1999)，吉

田 (2003)，湯沢 (1998) など，多くの文献がある．

認知科学は，学校教育の改善のために中心的な役割

を果たす力をたしかに持っている．少し言いすぎか

もしれないが，学習者や学習コミュニティーを理解

し，カリキュラムや学習環境をデザインする上で，

認知科学よりも有益な学術領域は，認知科学と類似

School Education and Cognitive Science: Introduc-
tion to the Feature, by Atsushi Terao (Aoyama
Gakuin University) and Hidetsugu Tajika (Kobe

Shinwa Women’s University).

した学際的な学習科学の領域を除き，存在しない．

教育心理学や教育工学も重要な領域だが，これらは

認知科学との重なりが大きい．

しかしながら，学校教育に関する近年の議論にお

いて認知科学は影が薄い．学校教育に関する議論に

参加し，積極的な発言を行っている認知科学者はも

ちろん存在する（たとえば，市川 (2008)，市川・鏑

木 (2007)，大津 (2004)，大津 (2005) など）．しか

し，教育論議の全体的な風潮としては，脳科学者，

評論家，教育関係者の（ときに乱暴な）発言に押さ

れてしまっているように感じられる．こうした状況

では，個人の努力だけに頼るのではなく，認知科学

という学問領域からのメッセージを発信する必要が

あると考える．

本特集を企画した動機は，これからの学校教育の

創造に向けて，認知科学という学問領域からのメッ

セージを発信したいというものである．学校教育へ

の貢献が最も期待できる学術領域でありながら，昨

今の教育論議での影が薄いという歯がゆい状況に

あって，認知科学の持つ力を示したい．きちんとし

た学術的根拠やデータに基づいて，新しい学習観，

授業やカリキュラムの設計，学習環境のデザイン，

学習研究の方法，などを提案したい．

本特集に対して17本の論文が投稿された（２本は

一般投稿論文に回された）．すべての論文は『認知

科学』誌の査読要領に従って査読が行われた．最終

的に８本の論文が採択された．

2. 特集エディタからの問い

本特集では，論文の著者に対して，表1に示す４

つの問いに回答することを求めた．著者は，問いに

対する回答を，表としてまとめて論文中に含めてい
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る．それぞれの問いに対しては，一般論だけでなく，

自分の研究との関連を明示した回答を行うことを求

めた．これは『認知科学』誌の特集としては初めて

の試みである．

共通の問いを用意するというこのアイデアは

Miyake and Shah (1999)から得た．この文献は，

ワーキングメモリの主要なモデルおよび理論を比較

し，それらの間の共通性と差異を明らかにすること

を目標とした論文集である．論文の著者に対して，

ワーキングメモリの研究を導いてきた８つの理論的

質問をぶつけることで，異なった理論を比較するた

めの共通基盤が与えられている．

本特集において４つの問いへの回答を求めた目的

は，認知科学からの学校教育へのメッセージを集約

することであった．さまざまな雑誌の特集号や，特

定のテーマのもとに多くの論文を収録した書籍で

は，ひとつひとつの論文は面白くても，全体像がよ

くわからないということがしばしばある．それぞれ

の論文で問いや研究目的が異なるため，それぞれの

論文の主張は明確に理解できても，論文間のつなが

りや研究領域の全体像がよくわからないのである．

本特集では，共通の問いを用意することで，どの論

文においても議論を同じ方向に誘導した．これによ

り，それぞれの論文間での共通性を見出す基盤が与

えられる．認知科学が学校教育に対してどのような

貢献ができるのかという観点から，それぞれの論文

を読むことができる．

４つの問いのうち，第４の問い（脳科学との関

連）への回答はオプションとした．すなわち，脳科

学との関連が明確でない論文では，この問いに対す

る回答は省略できるものとした．本特集の８本の論

文のうち，この問いへの回答を行っているのは，第

１著者の名前を使って掲載ページ順にあげると，高

橋論文，植阪論文，市川論文，福島論文，の４本で

ある．以下，本特集論文に言及するときには，この

ように第１著者の名前を用いる．

脳科学との関連についての質問を第４の問いとし

て用意したのは，近年の「脳」ブームに惑わされる

ことなく，脳科学と認知科学との冷静な協調関係を

議論する必要があると考えたからである．「脳」ブー

ムによって，世の中にはさまざまな誤解が広がって

いる．たとえば，脳をトレーニングすることができ

るという誤解である．形式陶冶の意味では，脳はト

レーニングできない．仮にそれが可能だとしても，

表1 特集エディタからの４つの問い

(1) 学校教育に対する認知科学の貢献
自分の研究が関連する範囲において，認知科学
は学校教育（日本の学校教育に限定しない）に対
してどのような貢献をしてきたのか？自分の研究
は，こうした貢献の中で，どのように位置づけら
れるか？
(2) 日本の学校教育への提案・提言
自分の研究が関連する範囲において，認知科学
の立場から，日本の学校教育に対してどのよう
な提案・提言をすることができるか？
(3) 認知科学と日本の学校教育の将来
これからの日本の学校教育を創造する上で，認知
科学はどのような役割を果たすことができるか？
自分の研究はこれからどのような方向に発展し，
そこでは日本の学校教育に対してどのような貢
献を期待することができるか？
(4) 脳科学との関連
認知科学と脳科学は，学校教育の改善のために，
どのような協力を行うことができるか？自分の研
究は脳科学とどのような接点を持っている（持つ
ことができる）のか？

証拠を示すことは非常に困難であり，明らかな効果

がだれにでも生じることはありえない．脳科学が

急速な発展を見せている中で，認知科学者は，こう

した誤解を正すメッセージを発信するとともに（こ

れは本特集の範囲ではない），脳科学と認知科学は

どのような連携ができるのかを考えなければなら

ない．

3. 特集論文の紹介

本特集に収録されている８本の論文の内容を，掲

載ページ順に紹介する．多少のコメントも行う．池

田論文から白水論文までの５本が研究論文，福島論

文から吉岡論文までの３本が展望論文である．

本特集での展望論文は，著者の研究を中心に議論

が行われており，研究論文にかなり近いものになっ

ている．著者の研究が中心になったのは，表1の４

つの問いに対して，自分の研究の立場を明示して回

答することが求められたためである．

3.1 池田論文

池田論文が取り組んでいる教育問題は，OECD

による「生徒の学習到達度調査」（PISA）などの調



Vol. 16 No. 3 特集「学校教育と認知科学」の編集にあたって 267

査結果から議論になった，日本の児童・生徒の科学的

リテラシーの低下である．2003年度の PISA調査に

おいては，科学的リテラシーとは，「自然界及び人間

の活動によって起こる自然界の変化について理解し，

意思決定するために，科学的知識を使用し，課題を明

確にし，証拠に基づく結論を導き出す能力である」と

定義されている(国立教育政策研究所, 2004)．PISA

のウェブサイト（http://www.pisa.oecd.org/）で

は，2009年6月30日時点で，科学的リテラシーが次

のように定義されている．Scientific literacy is the

capacity to use scientific knowledge, to identify

questions and to draw evidence-based conclu-

sions in order to understand and help make de-

cisions about the natural world and the changes

made to it through human activity.

この論文で報告されているのは，中学校での出張

授業に基づいた，教育実践研究である．100分ほど

の授業の目的は，人間の視覚システムについての

解説，錯視現象の体験と錯視量の測定，データの検

討，ディスカッション，を通しての，科学的リテラ

シーの育成であった．中学生を対象にして科学的リ

テラシーの教育を実践するのは，ピアジェの言う具

体的操作期から形式的操作期への移行が生じる11

歳から12歳ごろの子どもに対して，論理的思考力の

育成を促す学習支援や科学教材の開発が必要である

という考えに基づいている．池田氏の授業で，具体

的な体験をベースにした科学的思考力の教育を行っ

ているのは，こうした移行時期を配慮したものであ

ると考えられる．ただし，日本ではもっと早い時期

において思考様式の移行が要求され，児童の学業不

振が増加するという，「９歳の壁」という現象が指摘

されている（池田論文の中でもこのことに触れられ

ている）．

測定された教育効果は，授業前後での，科学的興

味と知識の変化である．これらは質問項目に対して

５件法で測定された．科学的興味として，科学一般

への興味，出張授業で学習したことへの興味，出張

授業では学習していないこと（遺伝および体）への

興味が測定された．出張授業で学習していないこと

への興味が測定されているのは，質問項目の内容に

関係なく授業後の評価値が高くなるバイアスを測定

するためであった．

授業前後で比較すると，学習した「心」や「脳」

についての興味の高まりは，統計的に有意であった．

学習しなかったことへの興味も上昇したが，有意で

はなかった．面白いことに，「科学に興味がある」と

いう，科学一般への興味も有意に上昇した．「脳の

仕組みを調べることはできない（逆転項目）」「見

ることと脳の働きは関係ない（逆転項目）」といっ

た，知識に関する質問項目についても，授業の効果

があったことが示された．以上の結果や，共分散構

造分析などの相関分析から，錯視の体験と科学的測

定によって脳や心の仕組みを理解することで，科学

一般への関心も高まったと考えられた．

論文中で，統制群がないという問題に言及がさ

れ，今後の課題として教育効果のより明確な検証と

いうことが挙げられている．しかし，統制群がない

ことは大きな問題ではなく，従来の実験心理学的手

法で教育効果の検証をすることはあまり魅力的では

ないと思う．むしろ，学習モデル，授業デザイン，

教育実践のデザイン・サイクルをまわして，科学的

リテラシー教育のデザイン原則を提案するというこ

とを，今後の目標とした方がよいのではないだろう

か．本論文の中に学習科学という言葉は出てこない

けれども，ここで報告されているような研究と教育

実践を一体化させて両者を推進するアプローチをと

ることは，近年の学習科学の特徴である．こうした

アプローチでは，統制群の欠如はあまり大きな問題

ではない．実践において学習者に生じていた学習活

動を理解できるようなデータをとることが重要で，

それがデザイン・サイクルをまわし，デザイン原則

を抽出することにつながる(三宅・白水, 2003)．こ

うした学習科学の研究方法と目的から考えると，本

論文で報告されている授業前後での評価データは

少し物足りない．出張授業は長期にわたって繰り返

し実施されており，教材開発も積極的に行われてい

る．授業においてどのような学習が生じているのか

を示すデータをとり，デザイン・サイクルを機能さ

せてほしい．学習科学でのデザイン研究の特徴につ

いては，本特集の大島論文に，わかりやすい解説が

ある．

PISA が定義する科学的リテラシーを育成するこ

とは，１回の授業だけではもちろん不可能である．

本研究で報告された授業を含めた，科学的リテラ

シー教育のカリキュラムをデザインする必要がある

だろう．本研究において，１回の授業であっても科

学一般への関心を高めることができるという結果が

得られたのは重要である．このようなすぐれた授業
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は，カリキュラムの中に位置づけられていくことに

なる．

池田論文でのデータ解析とその解釈には若干の改

善の余地がある．たとえば，心や科学への興味を測

定したいくつかの項目において項目間相関が授業後

に上昇した理由は，もう少しデータをよく観察する

必要があるだろう．この結果は，脳や心の仕組みを

理解することで，直接は教えていない科学一般への

関心も高まったと解釈されている．しかし，項目の

評定においてすべての生徒が同じだけ変化したのな

らば，相関係数は変化しない．したがって，興味の

上昇だけでは相関係数の上昇を説明できない．おそ

らくは，授業前には比較的低い評定を行っていた生

徒が多く，授業後ではそのうちの何人か（少数とい

う意味ではない）が高い評定値へとシフトしたので

はないだろうか．他の改善点として，授業で学習し

ていないことへの興味を測定したダミー項目での得

点変化を利用して，その他の重要な項目での得点変

化を調整した方が，授業の効果をより正確に示す指

標が得られたと考えられる．こうした改善点は本論

文の査読者によって指摘されたものである．査読者

が指摘した改善点が残っているのは，より本質的な

修正に労力が注がれたためである．

3.2 高橋論文

高橋論文が取り組んでいるのは，「論理的読み書

き能力」の育成である．論理的読み書き能力とは，

批判的に情報を読み解き，論理的に自分の考えを表

現する能力であると定義されている．高橋氏らの考

えでは，この能力は，OECD による PISA 調査で

の，読解力（reading literacy）に含まれる．2003

年度の PISA 調査においては，読解力とは，「自ら

の目標を達成し，自らの知識と可能性を発達させ，

効果的に社会に参加するために，書かれたテキスト

を理解し，利用し，熟考する能力である」と定義さ

れている(国立教育政策研究所, 2004)．PISA 調査

の結果から，池田論文で問題にされた科学的リテラ

シーの低下と同様に，日本の学生における読解力の

低下が問題になっている．PISA のウェブサイトで

は，2009年6月30日時点で，読解力が次のように定

義されている．Reading literacy is understanding,

using, and reflecting on written texts, in order to

achieve one’s goals, to develop one’s knowledge

and potential, and to participate in society.

この論文で報告されているのは，小学校４年生を

対象にした，教育実践研究である．論理的読み書き

能力の育成を目標に，45分の授業が５回行われた．

前半の２回は，自分の主張に対して効果的な根拠を

記述する能力が訓練された．後半の３回は，論理的

にあいまいな点を指摘する能力が訓練された．小学

校４年生を対象にしたのは，池田論文でも触れられ

ていた，「９歳の壁」への対処を考えているためで

ある．高橋論文では，小学校中学年での抽象的思考

は具体的なモノや活動によって促進されると考えて

いる．論理的読み書き能力は，本来は内的な思考プ

ロセスに支えられている．高橋氏らの実践では，他

者との相互作用を通してこれを外化し，思考の相互

観察を可能にしている．

高橋氏らによる実践では，思考の相互観察を促進

するために，デジタルペン黒板システムという ICT

ツールを用いている．毎回の授業では子どもに課題

が与えられる．子どもはデジタルペンを用いて自分

の考えをワークシートに記述する．たとえば，根拠

に基づいた主張を行うことを訓練した初回の授業で

は，自分の好きな教科とその理由を記述した．ワー

クシートに書かれた情報はドットパターンとして教

師用 PC に送られる．プロジェクタを利用すれば，

子どもの記述の一覧をスクリーンに投影すること

ができる．デジタルペン黒板システムは，子どもに

とって使いなれた紙とペンに類似している．そのた

め，コンピュータやキーボードのような，なじみの

ないデジタルデバイスを使用することによる障壁を

避けることができる．

スクリーンに投影された他者の思考を観察する

ことで，子どもは自分の思考を振り返ることができ

る．すなわち，高橋氏らの実践では，思考の相互観

察によって，自分の思考を批判的に評価するメタ認

知を促進させようとしている．たとえば，初回の授

業では，各自が書いた好きな教科とその根拠が提示

され，子どもは「なるほど」と思うものはどれかを

考えた．続いて，好きな教科とその理由をもう一度

記述した．

授業実践の効果は，５回の授業の前後に実施され

た作文課題によって評価された．小学校４年生の通

常のカリキュラムのもとで授業が行われた他学級を

統制群として，実験群と同時期にこの作文課題が実

施された．

授業の実施前後での作文を比較すると，実験群で
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のみ，主観的でない独自の根拠に基づいた主張が増

加した．他者の考えにおける論理のあいまいな点に

ついての指摘も，実験群でのみ増加した．この結果

は，この授業実践が論理的な読み書き能力の育成に

効果を持ったことを示している．実験群において，

授業実施前後で作文課題のパフォーマンスが上昇し

た児童は，他者の思考を観察し，反省的思考を行っ

たようであった．こうした児童は，ワークシートに

書き込んだ内容がスクリーンに提示された後で，課

題として使用された文章に対する批判的記述を，自

分のワークシートに追記していた．

デジタルペンというツールを使用した工夫や，比

較的短期間で論理的な読み書き能力の育成に効果

のある授業を開発したことは，高く評価できる．研

究のこうした価値を認めた上で，思考の相互観察

を通してどのような学習が生じていたのかを示す

データがもっとほしいように思う．高橋論文での研

究方法は，池田論文での研究方法と同様に，従来の

教育心理学的手法を用いたものである．すなわち，

パフォーマンスの変化を実験授業の前後で比較して

いる．高橋論文では，池田論文にはなかった統制群

が用意され，データ解析には分散分析が用いられて

いる．今後の課題としてより統制された実験の必要

性に言及がされているが，それよりも学習の詳細を

示すデータをとることに労力を向けた方が建設的で

あるように思う．厳密な統制群を設置することには

限界がある．たとえば，デジタルペンの効果を検証

するための厳密な統制群は，実験授業を受けなかっ

た他のクラスではなく，デジタルペンを使用しない

こと以外は実験群と同一の実験授業を受けたクラス

になる．しかし，そういった授業の設計はかなり難

しいかもしれない．さらに，デジタルペンの効果を

予期しているのであれば，それよりも効果の劣る授

業に５回も子どもを参加させるのは，倫理的に問題

がある．もちろん，いろいろな制約がある中でも，

なるべく理想に近い実験計画を組もうとすることは

正しい．しかし，実験計画法の形式的な縛りから少

し自由になって，どのようなデータが必要なのかを

考えてみてもよいと思う．

認知科学と脳科学はどのような連携が可能かと

いう特集エディタからの問いに対して，高橋論文で

は，教育実践において用いるツールの選択に脳科

学のデータを利用可能であるという指摘を行ってい

る．たとえば，手書きとタイピングの違いに関する，

脳イメージングデータと行動データから得られた知

見に基づき，学習の目的や年齢を考慮してデジタル

デバイスを選択可能であると述べている．もう少し

一般的に述べれば，認知科学と脳科学の連携によっ

て，特定の学習活動の性質がよりよく理解できるよ

うになるということだろう．これは妥当な指摘であ

るが，やや常識的すぎるかもしれない．脳科学の研

究が学習活動に関して新たな知見を加えることは

明らかであり，そうした知見が教育実践のデザイン

に生かされることも当然ありうる．一方，教育実践

におけるツールの選択という議論は特定的すぎる．

この間のどこかで，適度に特定的な議論が必要であ

ろう．

3.3 植阪論文

植阪論文が取り組んでいる問題は学習スキルの教

育である．特に，図表を自発的に作成して問題解決

や理解を助けるという学習スキルに焦点を当てて

いる．学校教育を終えた後も，人はさまざまなこと

を学び続ける必要がある．そのときには，学校教育

のように教科書が与えられ，ていねいに教えてくれ

る教師が存在するとは限らない．そのような状況に

あっても主体的に学習を進められるよう，学校教育

において学習スキルを身に着け，自立した学習者と

なっておく必要がある．しかし，日本の学校教育で

は学習スキルの指導が十分に行われていない．

植阪氏らの研究は認知カウンセリングから始まっ

ている．認知カウンセリングとは，学習上の問題

を抱える児童・生徒に対して，面接を通じて原因を

探り，解決のための援助を与える実践的研究活動で

ある(市川, 1993, 1998)．ここで学習上の問題とは，

教科の学習において，程度の差こそあれどの児童・

生徒にも生じるものであり，福島論文が焦点を当て

ている発達障害とは異なる．たとえば，植阪論文で

紹介されている認知カウンセリングのケースでは，

理科の水溶液の問題がまったくわからないというの

が，クライアント（学習者）の訴えた困難であった．

発達障害を持つ子どもへの認知カウンセリングも

行われているが(植木, 2000)，そうしたケースは少

ない．

理解の水溶液の問題がまったくわからないという

小学校６年生の男子の認知カウンセリングにおい

て，自発的に図表を作成して問題を解決するという

方略の獲得に，かなりの時間がかかることが明らか
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になった．図表を使った説明を行ったり，図表の使

用を指示して問題解決を行ったりしても，自発的な

図表の使用には容易につながらなかった．問題解決

に困ったら図表を描くと解決の助けになるというこ

とに繰り返し気づかせることで，ようやく図表の自

発的な使用が見られるようになった．方略そのもの

だけを教えるのではなく，そうした方略の有効性を

伝え，方略使用をコントロールすることを教える必

要があったわけである．Paris and Jacobs (1984)

はこうした方略教示を informed instruction と呼

んでいる．

認知カウンセリングの場で見いだされた，学習者

が自発的に図表を活用しないという問題は，図表の

自発的使用にかかわる要因を検討する基礎研究，図

表利用などの学習方略を生徒に教える学習法講座，

図表利用方略の診断（本特集の市川論文で報告され

ている COMPASS の一部）へとつながった．教育

実践から新たな問題を見出し，伝統的な実験研究や

調査研究につなげるのは，認知カウンセリングの特

徴である．植阪論文によれば，本特集の大島論文で

記述されているようなデザイン研究との違いは，実

験や調査といった基礎研究を併用することである．

デザイン研究がこうした基礎研究をしないと宣言し

ているわけではないが，大島氏や白水氏のようなデ

ザイン研究のエキスパートの研究活動と比べると，

確かにこのような違いがある．

植阪論文では，学校教育に認知カウンセリングが

取り入れられることで，授業が改善されていくこと

が示されている．学校内に学習相談室が設置され，

現職の教師が認知カウンセリングを行う．認知カウ

ンセリングを行うことで見えてきた問題をケース検

討会で議論し，通常授業での取り組みにつなげてい

る．認知カウンセリングがこうした授業改善につな

がることは非常に興味深い．教師が認知カウンセリ

ングを学ぶことで，認知科学的な学習観が教育現場

に取り入れられていくということも重要である．本

特集の市川論文で指摘されているように，人間を情

報処理システムとみなす認知科学的な学習観は，学

校教育実践において必ずしも当然のものではない．

認知カウンセリングが学校の教師にも普及したの

は，市川伸一氏の努力によるところが大きい．

認知科学と脳科学はどのような連携が可能かとい

う特集エディタからの問いに対して，植阪論文は，

認知モデルの妥当性を脳科学が明らかにすること

と，認知モデルを超える知見を脳科学が提供するこ

とを期待すると述べている．こうした期待がどうい

うものなのか，少しわかりにくい．その一因は「認

知モデル」という言葉が指しているものがあいまい

なことである．植阪論文での「認知モデル」は，人

間を情報処理システムとみなす，伝統的な認知科学

の基本的立場そのものを指しているようである．あ

るいは，この立場で構成されるモデルすべてを指し

ているように読める．認知モデルとはすなわち，入

力情報を，内的リソース（知識）および外的リソー

ス（図表など）を利用して処理し，出力するという

モデルである（植阪論文の図１）．

認知モデルという言葉の意味をこのように解釈

した場合，こうした認知モデルを変革するような新

しい人間観あるいはパラダイムが，脳科学によって

もたらされることはありうる．しかし，認知モデル

の妥当性を脳科学が明らかにすることはない．なぜ

なら，特定の立場，観点，フレームワークは，その

限界を指摘することはできても，それが誤りだとい

うことは言えない（反証可能でない）からである．

認知科学は行動主義の限界を指摘したが，行動主義

が明らかにした学習法則を否定してはいない．そう

した学習法則を明らかにする上で，行動主義は妥当

だったのである．同様に，情報処理的人間観という

意味での認知モデルを，脳科学が否定することはな

い．認知モデルはこれまでにさまざまな知見を生み

出している．脳科学がどのようなデータを提出して

も，認知モデルの妥当性は揺るがない．Anderson

(1993) は，フレームワーク，理論，モデルという

水準を区別している．フレームワークは認知に関

する一般的な主張である．たとえば，プロダクショ

ン・システムというアイデアはフレームワークであ

る．フレームワークにいくつかの仮定を加えて精緻

化したものが理論である．Anderson による ACT

理論は，プロダクション・システムというフレーム

ワークから生まれたものである．特定の状況に理

論を適用するために，特定的な仮定を理論に加え

たものがモデルである．データによって直接に検証

が可能なのは，まさにこのモデルである．脳科学の

データを認知科学のモデルの検証に使うことは可能

である．Anderson は ACT-R のモデルから fMRI

の BOLD 信号を定量的に予測する手法を考案し，

複雑なモデルの検証を行っている(Anderson et al.,

2004, 2008)．さらに，特定の理論のもとで構成さ
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れたモデルの検証を通して，その理論の妥当性を

議論することも可能である(Hummel & Holyoak,

2005)．しかし，フレームワークの妥当性を脳科学

が明らかにすることはない．

3.4 市川論文

市川論文は算数・数学の問題解決に必要な基礎学

力を診断する COMPASS というテストの開発を報

告している．COMPASS は，基礎学力の他に，学

習動機，学習観，学習方略，問題解決方略の測定も

行う．診断結果をもとに学習改善や授業改善を行う

ことが，このテストを実施する目的である．

COMPASS の開発には，長年にわたる認知カウ

ンセリングの実践から得られた知見が取り込まれ

ている．長年の学習者観察が結実した診断テストで

あるという点は，高く評価されるべきである．認知

カウンセリングは，学習につまずいた児童・生徒に

対して，個別的な学習指導を通してつまずきの原因

を探り，学習者として自立するための支援を行う．

算数・数学の認知カウンセリングから，算数・数学

の学習においてどのようなつまずきが生じるのか，

そうしたつまずきはなぜ生じたのかについて，多く

の知見が得られてきた．こうした知見に基づいて，

算数・数学の学習がうまくいかない原因を診断でき

るテストを開発すれば，学習者は自分の学習のどこ

に問題があるのかがわかる．こうした診断は教師に

とっても有用である．自分の教えている児童・生徒

が，算数・数学の学習においてどのような問題を抱

えているかがわかるので，そうした問題に対処する

ために授業改善を行うことができる．

COMPASS は数学の基礎学力を領域横断的に診

断する．すなわち，方程式とか図形といった領域ご

との基礎学力を診断するのではなく，どの領域の問

題を解くにも必要となる「コンポーネント」を診断

する．たとえば，数学的概念に関する知識，視覚的

表現の自発的作成，論理的推論，計算ルールに関す

る知識，などがコンポーネントである．コンポーネ

ントの同定と測定課題の開発は，認知カウンセリ

ングの実践がベースになっている．たとえば，数学

的概念に関する知識の欠如は，認知カウンセリング

の実践でしばしば観察されてきた．数学の教科書に

は，「倍数」とか「関数」といった概念の説明が書か

れているが，これを理解できていない学習者が多く

存在する．教科書を読むという学習習慣がほとんど

ない学習者も少なくない．これはおそらく，問題を

いかに解くかということに熱心になるあまり，概念

的な理解がおろそかになるためであろう．図や表と

いった視覚的表現を自発的に作成しないという問題

は，植阪論文が扱っている．

COMPASSのコンポーネントは，算数・数学の文

章題解決過程のモデル（市川論文では単に「問題解

決過程のモデル」と書かれている）にそって配列さ

れている．このモデルでは，問題解決過程を，文単

位の理解（変換過程），問題の全体構造の理解（統

合過程），解決方略の選択（プラン化過程），計算

の実行（実行過程）という，４つの下位過程から構

成されるものとしてとらえる(Kintsch & Greeno,

1985; Riley, Greeno & Heller, 1983)．このモデル

は算数・数学の問題解決研究で広く用いられている

ものである．本特集のエディタのひとりである多鹿

は，このモデルを利用して多くの研究を行っている

(多鹿, 1996)．

COMPASS の結果は教員および児童・生徒にフ

ィードバックされる．ここで，学校教員に自分の受

け持っている児童・生徒の採点をしてもらっている

のは独特で興味深い．こうした採点方法をとってい

るのは，教員と研究者が一緒になって授業改善を考

えていくには，担当教員に採点してもらった方がよ

いという考えからである．たしかに，教員が自分で

採点した方が，採点をしながらさまざまなことに気

がつくであろう．

認知科学と脳科学の連携について，市川論文は，

認知科学の知見や理論の生理学的裏づけを与える

ことと，障害の発見や治療効果を実証することに，

脳科学の意義を見出している．ただし，特定の脳

科学的知見を敷衍して，ある教育方法を安易に推

奨することには，警鐘を鳴らしている．市川論文

が指摘しているように，学校での学習を支える，概

念獲得，意味理解，メタ認知といった高次認知に関

して，現在の脳科学はまだ十分な知見を持っていな

い．COMPASS が測定している基礎学力について

も，脳科学の研究から言えることはほとんどない．

もちろん，記憶や学習に関する脳科学研究は数多く

あるが，学校教育での教育方法を示唆できるような

知見はほとんどない．たとえば，海馬の機能につい

てはかなりのことがわかっているけれども，そこか

ら学習方略に関して得られる示唆はほとんどない．

神経レベルの学習だけを見ていると，下手をすると
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「神経細胞を繰り返し刺激して長期増強をもたらす

ように勉強しましょう」というように，学習が単純

化されてしまう．説明とか類推といった，認知科学

が研究してきた高次な学習メカニズムに関する重要

な知見は無視されてしまう．市川論文は，認知科学

は行動的指標による理論的・実証的な研究をすすめ，

脳科学に対して研究の方向づけを与える役割を積

極的に果たすべきであると述べている．これは妥当

な研究方略であるが，脳科学と認知科学の連携とい

うことを考えると，少しさめた態度のようにも思え

る．こちらはこれまでどおり研究を進めるから，ど

うぞ参考にしてくださいというようにも聞こえる．

もう少し積極的なインタラクションを考えたい．

3.5 白水論文

白水論文は，２年間をひとつの単位とした，８年

間にわたる認知科学の「スーパーカリキュラム」の

デザイン研究（デザイン研究とは何かについては，

大島論文の解説を参照）をとおして，学習の転移の

メカニズムを詳細に検討している．

学習の転移とは，「前に学習したことがその後の学

習に影響を及ぼすこと」（有斐閣『心理学辞典』よ

り）である．問題解決の文脈では，「例題で学んだ知

識を転移課題に適用し，転移課題を解決すること」

と定義できる(寺尾・楠見, 1998)．この定義のもと

では，転移が生じるということは転移課題が解決で

きるということと同義である．そのため，従来の転

移研究では，参加者に例題を学習させたあと，実験

者が用意した転移課題を解決できるかどうかを測定

していた．多くの転移研究では，課題の表面的特性

（たとえば，問題文の文脈）と，構造的特性（たと

えば，解決に用いる式の形）の２変数を独立変数と

して操作している．

白水論文では，従来の転移のとらえ方を見直し

て，転移を「一人一人の学習者が社会的な過程の支

援を受けながら，多くのベースとなる問題を解いて

『徐々にわかってきたこと』を協調の場に持ち出し，

新たに学ぶこととも組み合わせて自分なりに理解

を深めていく過程」と定義している．白水論文で述

べられているように，近年の転移研究では従来の転

移概念の見直しが行われている．転移課題が実験者

によって決定され，例題の直後に与えられる転移課

題の解決によって転移が評価される従来の転移研究

は，転移というものを限定的にとらえすぎていた．

用いられる例題はひとつあるいはせいぜい数問であ

り，この定義にある「徐々にわかってきた」という

長期的な学習をとらえられない．転移は容易には成

立しないというのが，従来の転移研究の一般的主張

である．しかし，これは例題直後の転移課題をうま

く解決できないという事実からの結論である．もっ

と長期的な視野に立てば，直後の転移課題での効果

は認められなくても，後の学習を促進するような効

果はあるのかもしれない．実際，そうした証拠が得

られている(Schwartz & Martin, 2004)．こうした

新しい観点からは，転移とは，転移課題の解決とい

うよりも，長期にわたる知識のダイナミックな再構

成過程であると言える(Rebello et al., 2005)．転移

とは転移課題が解けることであると理解している

と，白水論文のどこが転移研究の論文なのかわから

なくなる．こうした長期的観点に加え，白水論文で

の転移の定義には，社会的な協調学習が取り入れら

れている．概念獲得の基礎となる事例を個人のレベ

ルで十分に体験し，そこで得られた経験則を他者の

経験則と比較吟味する協調的内省活動を通して，理

解の深化をもたらすことを期待している．

Clement (2008)およびMiyake (2009)に準じて，

白水論文は，概念が獲得されていくプロセスを４つ

のレベルに分けている．概念の獲得はその概念に関

する初回経験の言語化から始まる（レベル１）．さ

らに経験を重ねて，何らかの経験則を獲得する（レ

ベル２）．ここまでが個人での学習である．次に，

自分が理解したことを持ち寄って他者の理解と比較

吟味する，協調的内省活動が行われる（レベル３）．

最後に，多様な経験則を統合的に理解し，科学的な

説明ができるようになる（レベル４）．

白水・三宅氏の基本的主張は，レベル２で課題の

経験量を増やし，さらにレベル３で協調的内省活動

を充実させる「重層化カリキュラム」によって，深

い概念理解に到達できるというものである．大学１

年生から２年生にかけての認知科学の「スーパーカ

リキュラム」で学習する，スキーマ概念の理解に焦

点が当てられている．スキーマという概念を徐々に

獲得し，この概念を活用して認知科学の学習内容の

理解を深められることが，本研究での学習の転移で

ある．

スキーマ概念の学習では，学習者自身がスキーマ

獲得のプロセスを経験した．最初に経験する課題

は，「水曜＋火曜＝金曜であるとき，金曜＋月曜は何
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曜日か」という曜日計算課題であった．この課題で

の経験を積んだ後，「m + b = ?」というような文

字計算課題が提示された．これは学習者にとって転

移課題である．曜日計算課題で獲得された方略（問

題スキーマ）は，文字計算課題の解決に利用可能で

ある．ここでの関心は文字計算課題が解けるかどう

かではない．曜日計算課題から獲得され，文字計算

課題に適用された知識はスキーマなのだと，学習者

がスキーマ概念を理解できることが重要である．最

終的に，自分や他者のスキーマ獲得プロセスが理解

でき，「経験の繰り返しから一般的に適用可能なス

キーマが形成された」といった説明ができるように

なることが目標である．

授業のデザインは毎年改良が重ねられた．初期の

授業デザインでは，レベル４の活動が多くを占め

ていた．その後，レベル２で課題の経験量が増やさ

れ，レベル３で協調的内省活動が充実したものにな

るように改良された．すると，授業で学習した内容

は１年以上経過した後もよく保持されるようになっ

た．転移課題（文字計算課題）に取り組んだ後でそ

の解法を記述するように求めると，具体的な経験に

基づいた記述が増加した．概念変化のレベル２にお

いて豊富な経験を持ったため，レベル３での協調的

内省が豊かになり，理解の深化がもたらされたと考

えられた．重層化されたカリキュラムでは，スキー

マという概念の自発的利用も増加した．レポートや

グループでの議論において，スキーマという概念が

よく利用されるようになった．

たかがスキーマの理解にここまで時間をかける

必要があるのかという疑問を抱くかもしれない．し

かし，言い方を変えれば，たかがスキーマの理解で

も，ここまでやらなければ深い理解は得られないの

である．十分な課題経験や協調的内省活動なしに抽

象化を急ぐと，けっきょくは浅い理解に終わってし

まい，学習内容の保持もよくない．一斉授業での講

義だけで何かを教えようとすることは，かなり絶望

的なことだとわかる．白水・三宅氏の実践では，講

義や資料による学習材料の提示（レベル４）は抑え

られ，学生自身による理解活動（レベル１から３）

が重視されている．一般に大学においては，さまざ

まな制約から，白水・三宅氏のような授業はなかな

かできないかもしれない．それでも，学生自身によ

る理解活動をなるべく多くするような授業デザイン

を考えるべきであろう．たいていの授業ではそうし

た工夫が可能なはずである．講義をするしかないよ

うに思える大学の線型代数の授業ですら，「講義をし

ない授業」という試みがある(近藤, 2008a, 2008b)．

協調学習は取り入れられていないけれども．

白水論文では，高等学校までの学校教育が研究の

場となった他の特集論文と異なり，大学での授業で

研究が行われている（大島論文には教員養成課程で

の実践研究が含まれている）．このことは，大学で

授業を持っている研究者は誰でも，自分の授業を舞

台に教育研究を実行できるということを意味してい

る．高等学校までの学校教育ですぐに実践研究を行

うことは難しいかもしれないから，大学での授業で

も白水論文にあるような研究ができるということは

朗報である．もちろん，授業にはいろいろな制約が

あるから，白水論文で紹介されているような，手の

込んだ研究は難しいかもしれない．それでも，その

制約の範囲内で，何か実践研究をデザインすること

は可能であろう．市川伸一氏による認知カウンセリ

ングも，最初は大学生を対象としたプログラミング

の個別相談から始まっている(市川, 1993)．

白水論文で報告されているような新しい転移研究

が始まった今，伝統的な転移研究はもう必要ないの

だろうか？教科教育，とりわけ数学教育を研究領域

とする筆者（寺尾）としては，そうは思わない．研

究者が転移課題を決め，それがどれくらいできるか

で転移を評価するという研究が，転移を狭くとらえ

ているという指摘には同意する．実際，筆者が学位

論文で転移研究を行っていたとき，多くの研究での

転移課題が例題と同型な課題に限定されているこ

とに不満があった．そこで，もっと広範な転移課題

に対しても転移が生じるような知識の獲得を研究し

てきた(寺尾・楠見, 1998)．それでもまだ，筆者の

研究は伝統的な転移研究の範囲内である．しかし，

長期にわたる概念の再構成過程として転移をとらえ

るという視点が重要な一方で，教科教育の立場から

は，できてほしい転移課題というものはやはり存在

する．ある例題を学習したときに，この課題はでき

るようになってほしいと教師が思う課題である．例

題の学習を行った後でそういった課題をうまく解く

ことができれば，学習者にとっても満足が得られ，

学習意欲の維持が期待できる．転移がうまくいかな

いとき，教師が転移を簡単なものと考えてしまって

いる（そもそも無理のある転移を期待している）と

いうことはあるけれども，学習に改善の余地がある
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場合も少なくない．それならば，伝統的な転移概念

のもとで，よりよい学習を探究する研究も必要であ

ろう．白水論文で展開されているようなマクロな転

移研究だけでなく，伝統的なミクロな転移研究を行

うことにも意義があると考える．

3.6 福島論文

福島論文が取り組んでいる問題は，学習に困難を

抱える児童・生徒の支援である．今世紀に入ってま

もなく，文部科学省は旧来の「特殊教育」から「特

別支援教育」へと呼称の変更を行った．2006年には

学校教育法が改正され（2007年4月施行），すべて

の学校と学級において，生活および学習上の困難が

ある児童・生徒の支援を充実させようとしている．

時代の要請に合った研究がよいというわけではない

が，福島論文は特別支援教育への認知科学の貢献の

可能性を示している．

読みの障害など，学習上の困難を抱えた児童・生

徒を支援するために福島氏らが行っているのは，e-

learning システムの開発である．福島論文では，イ

ンターネットを利用した典型的な e-learning シス

テムの他に，単体のコンピュータを用いた学習プロ

グラムも e-learningの範囲に含めている．協調学習

の支援や個人差への対応など，e-learning には数多

くの利点がある．しかしながら，学習に障害のある

児童や生徒のために開発された e-learning システ

ムはそれほど多くない．さらに，障害のない児童・

生徒では学習に効果をもたらしていたツールが，障

害のある児童・生徒にとっても有効であるとは限ら

ない．たとえば，Woodfine, Baptista Nunes and

Wright (2008) は，テキスト依存で同時性の高い

ツール（チャットなど）を用いた e-learning は，読

み書きの障害（dyslexia）を持つ学生にとっては扱

いが難しいということを示している．障害を持つ

児童・生徒のことを考慮して既存の教育システムを

調整していくことは簡単ではなく，研究が必要とさ

れている．福島氏らも，既存の e-learning システ

ムにいくつかの問題点を感じており，それが研究の

動機となっているようである．ただし，セクション

２で彼女らが指摘している問題点は，書かれてい

ることを字義どおりに読めば，あまり同意できな

いところもある．たとえば，これまでの e-learning

（computer-based teaching programs）は個人差へ

の対応が不十分であると指摘しているけれども，多

くの e-learningシステムはまさに個人差に対応でき

るように作られている．典型的な例は，intelligent

tutoring system である．福島氏らが指摘している

のは，おそらく，障害を持つ児童・生徒のことを考

えれば，個人差への対応は「まだまだ」不十分とい

うことであろう．

福島論文の前半では，読み書きに困難を抱える児

童のために開発された，言語学習支援プログラムが

紹介されている．このプログラムでは，学習者は，

視覚呈示された単語や文をパソコンで入力する．パ

ソコンを用いて文字入力を行うのは，文字を書くこ

との負担をなくし，読みの訓練に焦点を当てるため

であった．福島・久保 (川合) ・正高 (2008) に報

告されている研究では，３名の子どもがこのプログ

ラムに参加した．プログラムの前後で，文の聞き取

り再生，読み取り再生，聞き取った文の内容理解，

読み取った文の内容理解，短い作文，ワープロ入力

の，６つの課題がテストされた．プログラムに参加

した３名ともに，プログラムの前後でこれらのテス

トにおける正答率が改善された．

このプログラムによって，読み能力を支えるどの

ような認知的処理を訓練しているのか，ほとんど

議論がないことは残念である．読みの困難が何に起

因するのかまだ十分にはわかっていない．しかし，

ひとつの有力な考えとして，福島論文でも触れら

れている，書かれた文字の音韻処理の問題に起因す

るという主張がある(Galaburda, Sherman, Rosen,

Aboitiz & Geschwind, 1985; Paulesu et al., 1996;

Shaywitz et al., 2004)．この考えを支持したとき

に，このプログラムの効果はどのように説明できる

だろうか．すなわち，どのような音韻処理がどのよ

うに訓練されたのだろうか．健常の子どもにおいて

生じる学習を説明するための伝統的な道具，たとえ

ば，認知的課題分析とかプロダクション・ルールの

記述といったものだけでは，十分な議論は難しいか

もしれない．

このプログラムの効果を説明するひとつの手がか

りは，脳機能計測から得られるかもしれない．脳の

特定部位の機能がある程度わかっており，訓練にと

もなってその部位から計測されたデータに変化が認

められれば，学習プログラムがどのような認知的処

理の訓練をしているのか，推測が可能である．福島

他 (2008) は，読みの訓練の前後で，近赤外分光法

（NIRS）による脳機能計測を行っている．文章の音
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読課題と，２文の内容の異同判断課題を実施し，左

側頭部（音韻処理に関係している）から，酸化ヘモ

グロビンの変化量（血流量および脳活動の指標）が

記録された．学習プログラムで用いられた課題での

パフォーマンスの変化と，血流量の変化には，曲線

的な相関関係が認められた．脳機能計測を行った学

習者の数が少ないことや，血流データと行動データ

が異なった課題から得られていることから，信頼性

のある結果であるとはまだ言い難い．しかし，この

結果は将来的な期待を抱かせる．脳機能計測のデー

タを，学習プログラムの効果の説明に役立てるこ

とができるかもしれない．福島論文では，こうした

脳機能計測データを，学習効果の評価に利用可能で

あるということが述べられている．一般論として，

これは正しい指摘である．しかし，福島氏らが行っ

ているような実践では，学習効果の評価というより

も，学習プログラムがいったい何を訓練しているの

かという説明にこうしたデータを利用することを狙

いたいと思う．学習効果そのものは行動データで測

定可能であり，しかもその測定は脳機能計測よりも

ずっと容易である．行動データではよくわからない

学習効果や理解状態が脳機能計測によってわかるの

であれば，脳機能計測を学習評価に利用する意味は

ある．あるいは，同じことしかわからないのであっ

ても，脳機能計測の方が容易であるならば，これも

やはり意味はある（行動観察は大変だから質問紙テ

ストを使うという発想と同じ）．しかし，そうでな

いのならば，学習効果の評価のために脳機能計測を

行う意味はあまりないように思う．

福島氏らは，彼女らのこれまでの研究および e-

learning の実践経験に基づき，インターネットを

利用した学習支援システムを開発している．福島論

文の後半ではこのシステムについて説明がされてい

る．この学習支援システムにおいては，最初に，標

準化されたいくつかのテストを用いて，学習に問題

を抱える児童・生徒の認知機能を評価する．この結

果に基づき，次の e-learning のステージでの学習

内容がデザインされる．ここでの「デザイン原則」

（大島論文参照）は，「学習者がひとりで課題をこな

すことができる」ことと，「動機づけを維持して学

習目標を定められるように，結果に対してフィー

ドバックを与える」ことである．e-learning による

学習がスタートすると，双方向のコミュニケーショ

ンにインターネットが利用される．学習材料はイン

ターネットを利用して学習者に提供される．学習の

結果はやはりインターネットを介して学習援助者に

送られ，それに対してフィードバックが返される．

e-learningへの移行がうまくいかなかったときには，

カウンセリングにより問題の解決がなされる．

こうした実践に，大島論文で述べられているデザ

イン研究の視点を持ち込めば，さまざまな成果が期

待できそうである．前述した，福島氏らの実践がど

のような認知処理を訓練しているのかという問題

も，デザイン研究を通して明らかになっていくかも

しれない．こうしたシステムの開発は，もちろん，

高い教育的意義がある．およそ30人の子どもがこの

プロジェクトに参加し，学習上の問題を解決し，動

機づけと自己効力感を高めている．学習に困難を抱

える子どもたちへの支援を続けながら，同時に学習

障害の研究が進められていくことを期待したい．

3.7 大島論文

この論文の前半部分（セクション１および２）は，

学習科学におけるデザイン研究の特徴の解説であ

る．この領域をよく知っている読者にとっては不要

かもしれないが，『認知科学』誌の読者の多様な背

景を考慮すると，こうした解説は有用であろう．

学習科学は，認知科学の成果を利用しつつ，学習

環境を総合的にデザインして実践的な研究を行う．

学習目標は深い概念的理解の達成である．この目

標達成のために，学習環境をどのようにデザインし

なければならないかを述べたのが，デザイン原則で

ある．デザイン原則は，先行する研究や実践に基づ

いて設定され，実践を通して検討される．ただし，

筆者（寺尾）の印象では，デザイン原則そのものが

見直されることはあまりないように思われる．むし

ろ，デザイン原則をどのように具体化あるいは精緻

化するかが問題になることが多いようである．

セクション３では，Scardamalia の提唱する「知

識構築としての学習」を，日本の学校教育にあわせ

てデザインした，著者らの実践研究が紹介されてい

る．知識構築としての学習は専門家集団での知識創

造に類似している．学習者はそれぞれ自分の疑問を

持ち，他のメンバーと交流して集団全体を俯瞰しな

がら，問題解決を目指して学習を進める．学習者個

人は集団での知識構築に十全的に参加している．こ

うした個人の活動から，集団全体としての知識が構

築されていく．
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ここで報告されている実践で学習者（小学校５年

生）が探究したのは，遺伝子組み換え（GM）技術

に関する問題であった．学習開始時に，概念地図を

用いて理解の初期状態が可視化され，そこから３つ

の研究テーマが抽出された．これらのテーマはそれ

ぞれ複数のグループによって担当された．学習の成

果は，グループ内，同一テーマを追求するグループ

間，異なったテーマを追求するグループ間で共有さ

れ，教室全体としての知識構築へとつなげられた．

この実践は２年間にわたって行われた．２年目の

実践では，初年度の評価に基づいて，デザインに変

更が加えられた．初年度では，学習の後半で議論の

質が向上したものの，証拠に基づかない主張が行わ

れるなど，議論構造に問題が見られた．この原因と

して，学習者に要求された最終課題が「GM 技術

に対する賛否」であったため，対立する立場を考慮

しない一方的な主張へと議論が向けられてしまった

のではないかと考えられた．そこで２年目の実践で

は，最終課題が「GM 食品に対する社会的動向に

対してコンセンサス案を提案する」に変更された．

その結果，２年目の実践では，１年目に比べて議論

構造に改善が認められた．

実践を通してデザインの改善を行っている点に

は，学習科学での実践の特徴がよく表れている．し

かし，最終課題が知識構築活動に影響することは当

然であるので，こうしたデザインの改善を通して，

一般性のあるデザイン原則を抽出したいところであ

る．たとえば，アーギュメント・スキルの学習にお

いて一般に利用可能なデザイン原則を抽出できるの

ではないだろうか．大島論文でも指摘されているよ

うに，是非の議論はたいてい一方的な主張に終始し

てしまい，反対の立場を説得できるような議論にな

らない．反論や代替論を想定した議論を行う必要が

ある(富田・丸野, 2004; Toulmin, 1958)．大島氏ら

の実践はアーギュメント・スキルの学習を目標にし

たものではないけれども，学習者間での議論は知識

構築実践の重要な構成要素のひとつである．よりよ

い議論を促進するためのデザイン原則を抽出できれ

ば，知識構築実践にとって有益であろう．

セクション４では，デザイン研究が教師の成長に

持つ意味を議論している．大島氏らによるデザイ

ン研究プロジェクトにかかわってきたのは，教師と

しての経験をかなり積んだベテランであることが

多い．こうした教員は，プロジェクトに参加するこ

とで，研究者と互恵関係を形成し，教師としてさら

に成長していく．デザイン研究プロジェクトのデザ

イン原則として，教員が正統的周辺参加としてプロ

ジェクトに参入することが有効であるらしい．すな

わち，最初はすでにプロジェクトに参加している教

師の観察者として授業に入り，次に授業の副担当と

なり，最後には主担当として実践にかかわるという

ものである．大島氏らは，ベテラン教員が参加する

プロジェクトのデザインに加え，大学の教員養成プ

ログラムでの講義デザインも行っている．学習者は，

デザインされた協調的な環境で学習を進めるととも

に，そうした学習環境のデザインについて学ぶ．

セクション４で紹介されている教師の学びのデザ

インは，平成21年から導入された教員免許の更新講

習にも生かすことができるだろう．この免許更新制

度には批判の声もかなりある．しかし，学習科学の

デザイン研究を，デザイン研究の中で体験的に学ぶ

ような講習をデザインすれば，参加する意義のある

講習になるだろう．

大島氏によれば，彼らの関心は，深い概念的理解

の達成から，知識構築実践にかかわる有能さの育

成へとシフトしてきた．こうしたシフトが可能な

のは，学習科学での教育実践は多重な教育目標を

持つことができるからであろう．ひとつの実践にお

いて，学習内容の深い理解と，知識創造集団のメン

バーとしての有能さの獲得の，両方を目標とするこ

とが可能である．大島氏の関心が「シフトした」と

いうのは，実践における単一の目標が変化したので

はなく，多重な目標が同時に設定されるようになっ

たように見える．伝統的な認知科学においても，領

域に依存しない学習能力を持った「知的な初心者

（intelligent novice）」を育成するという試みは行

われており，成功を収めてきた(Brown, Campione

& Barclay, 1979; Brown, Campione & Day, 1981;

Paris & Jacobs, 1984)．しかしながら，こうした研

究は個人のメタ認知能力や学習方略に焦点を当てて

おり，多重な目標という観点は少し弱い．さらに，

大島氏の実践のように，知識構築を目的とした集団

のメンバーとしての有能さの育成を意図したもので

はなかった．

大島氏らによる知識構築実践は状況論の主張とよ

くあっているように思われる．一般に，学習への構

成主義的アプローチでは，真正性が高く，協調的な

学習活動が重視される(Brown, Collins & Duguid,
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1989; Woodfine et al., 2008)．大島論文には，正

統的な周辺参加，十全的な参加，真正性の高い問題

といった，状況論のキーワードが含まれている．個

人的な印象では，（特に日本の）状況論の立場の研究

者は，状況論の立場から支持できる教育実践はどの

ようなものかということをあまり具体的に見せてこ

なかった．これまでの学習観ではだめとか，学びを

問い直すべきとか言われたとき，それは重要な指摘

ではあるが，現職の教員はどうすればよいのかわか

らなかったのではないだろうか．鈴木・船生・加藤

(2002)は，状況論的学校改革には，その改革を状況

論的に位置づけられない困難があると述べている．

つまり，学校を「好ましい方向」に変化させようと

したとき，その実践を状況論の立場で論理的に支持

できないと言う．しかし，大島氏らによる知識構築

実践は，状況論の立場から支持できるものになって

いるのではないだろうか．鈴木他 (2002) の言う理

論の誤読や歪曲が生じているようには思われない．

状況論者は大島実践をどのように評価するのか，意

見を聞いてみたい．

大島論文は，池田論文および高橋論文と同様に，

OECD による「生徒の学習到達度調査」（PISA）

への言及がある．池田氏らによる実践は，PISA の

定義する科学的リテラシーの育成に取り組んだも

のであった．高橋氏らによる読み書き能力育成の実

践は，PISA での読解力分野の教育であった．こう

した実践では，PISA が提示するリテラシーや key

competency を受け入れ，その育成のためのカリ

キュラムが作られることになる．その成果は PISA

得点の向上という形になって現われるであろう（教

育評価の問題であって，PISA 得点の向上そのもの

が目標ではない）．大島氏らの実践はこうした目標

設定型のアプローチとは異なる．知識を創造してい

く活動そのものを教育実践に持ち込み，学習者がそ

の中で知識構築集団のメンバーとして有能さを獲得

していくというアプローチである．大島論文ではこ

うしたアプローチをボトム・アップのアプローチと

呼び，目標設定型のトップ・ダウンアプローチと区

別している．

3.8 吉岡論文

この論文が問題にしているのは，文部科学省や教

育委員会といった教育行政が主導する形で進められ

ている，現在の学校組織改革である．学校組織はし

ばしば「なべぶた」メタファで表現される．すなわ

ち，少数の管理職（なべぶたの取っ手部分）の下に，

多くの教員が対等の立場で職務に従事するという組

織構造である．教育行政による現在の学校組織改革

は，学校教育を体系的・組織的に行うために，職階

制を導入して，「なべぶた」組織から階層的組織へ

の変革をはかるものである．

吉岡論文では，教育行政が主導する学校組織改

革の妥当性を，状況論的な視点のひとつである「実

践のコミュニティ（Communities of Practice）」論

（COP論）の立場から批判的に検討している．本論

文での COPは，Wenger, McDermott andSnyder

(2002) にしたがって，「共通の専門スキルや，ある事

業のコミットメント（熱意や献身）によって公式・

非公式に結びついた人々の集まり」と定義されて

いる．

COP 論からの分析によれば，学校組織は「なべ

ぶた」よりもはるかに複雑な構造をしている．それ

ぞれの教員は，学年の COP，教科の COP など，

多くの COP に参加している．学校は全体としてひ

とつの COP である．学校外には，保護者会や教育

委員会など多くの COP が存在し，学校はそれら

と重なりあったりリンクしたりしている．学校は公

式，非公式の多数の COP からなる複雑な重層構造

を持っていると考えられる．

吉岡論文の基本的主張は，このような多重構造を

持った学校組織において，COP のひとつにすぎな

い教育行政が，構造の変化を一方的にもたらそうと

することは無理がある，というものである．それで

は学校組織改革はどのように行われるべきなのか

については，学校教育にコミットする者が共に協働

する組織をともかくつくるべきであるという主張が

されている．具体的には，状況論の COP，学校の

COP，教育行政の COP，保護者の COP など，学

校教育にコミットするさまざまな COP が非公式的

に重なり合い，あるいは，リンクする場をつくると

いうことである．このように吉岡論文の主張をまと

めてしまうと，状況論の言葉を使ってありきたりの

主張をしているだけのように思えてしまうかもしれ

ない．しかし，この主張を支えている，現在の学校

組織改革についての議論は，非常に説得力がある．

単なる抽象的議論にとどまらず，東京都教育委員会

が行ってきたことを例にして，具体的な分析が行わ

れている．
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この論文の面白さと価値は，現職のベテラン教員

が状況論の視点から現在の学校改革を批判的に検討

し，あるべきイノベーションの姿を主張している点

にある．東京都教育委員会による学校組織改革の分

析は，現職のベテラン教員で，かつ，状況論を深く

理解している研究者でなければ不可能と思われるも

のである．学校の COP に身を置きながら，状況

論の COP の立場で論文を書くことは，かなり難

しかったと推察できる．学校組織改革の波を受けて

いる当事者としては，さまざまな憤りが論文中に顔

を出してしまう．本論文の初稿はそうしたところが

随所に見られたし，現在の論文にも多少そのような

ところが残っている．しかし，そうした憤りなくし

ては，あるべき改革について深く考察するという動

機も生まれてこず，本論文は存在しなかったであろ

う．学校 COP での熱い奮闘と，状況論 COP での

冷静な分析が結実した，稀有な論文である．

伝統的な認知科学は実験データと理論（あるいは

モデル）のつきあわせを重視するので，本論文のよ

うな実験データのない論文には抵抗感をもつ研究者

も多いかもしれない．この点については，本論文の

査読者による，以下の評価が妥当なものと考える．

研究方法は，経験と文献，及びスペキュレ

イションによるものであり，いわゆる客観

科学のデータとはいえない．また結果の評

価についても，いわゆる客観科学的な「結

果」が示されている訳ではない．こうした

いわゆる客観科学の論文らしさの点で問題

はあるが，実践者がその経験の内観に基づ

き，反証可能なかたちでフェアに対象を記

述しようとしていることを考慮すると，こ

うした問題点はかえってこの論文の特徴で

もある．実践者の現場での問題意識を，認

知科学のことばで報告することは，今後重

要になると考える．

4. まとめ：教育実践と研究の一体化

特集エディタが期待していたとおり，本特集では，

認知科学が教育実践に貢献できることを明確に示す

論文を掲載することができた．最初に述べたよう

に，学校教育に関する近年の議論において，認知科

学は影が薄い．しかし，ここに収録した８本の論文

を見れば，認知科学の参加なしに学校教育を議論で

きないことがよくわかる．認知科学という学問領域

から学校教育に対してメッセージを送るという，本

特集の目的は達成されたと考える．

本特集に収録された８本の論文に共通する重要な

特徴は，教育実践と積極的にかかわりながら研究が

行われているということである．いずれは教育場面

に応用される可能性のある基礎研究を行うというの

ではなく（もちろん，そうした研究にも価値はある

が），教育実践と研究が一体化している．

『心理学評論』誌で「学校教育と心理学」という

特集が組まれたとき，特集エディタである市川伸一

氏は，心理学者が学校教育に対してコミットし，大

きな影響力を持つようになってきたと指摘している

(市川, 2004)．教育心理学の世界では，教育心理学

が教育実践に役に立たないという「教育心理学の不

毛性」議論が，1950年代から何十年も行われてき

た．それでも，「不毛性」が改善される兆しはいっ

こうに見られなかった．ところが，近年になって心

理学者が学校教育に積極的にかかわるようになり，

この状況は大きく改善された．市川氏は，この変化

を，「チャンスを与えられたと同時に，リスクも背

負っている」と述べている．つまり，教育実践に対

する教育心理学の貢献を示すチャンスであると同時

に，大きな期待と責任を背負っているということで

ある．

教育実践と一体化した認知科学研究では，市川氏

が指摘するように，認知科学者の責任は大きい．も

ちろん，本特集に掲載された論文の著者は，その責

任を引き受ける覚悟のある人たちである．学校教育

の実践者である教師や教育行政にかかわる人には，

研究者を学校に受け入れることに抵抗感のある人も

多い．そうした中で認知科学者が学校に入っていく

ためには，認知科学が学校教育に貢献できるという

こと，学校教育をよくしたいという思いが本物であ

ること，教育に対する責任を背負う覚悟があるとい

うことを示す必要があるだろう．本特集がその一助

になれば幸いである．

2009年9月に開催される日本認知科学会の大会で，

本特集と連携したワークショップを行う．本特集に

収録された８本の論文の中から，池田氏，福島氏，

吉岡氏に，論文の内容を発表してもらい，討論を行

う．2010年６月発行の『認知科学』第17巻2号では，

本特集の誌上討論を行う予定である．これらの討論

にぜひご参加いただきたい．
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